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序     文 
 
 

本「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」は、2001 年 12 月

から実施した JICA開発調査「プティト・コート及びサルームデルタにおけるマングローブの持続

的管理に係る調査」の結果を踏まえ、住民による持続的なマングローブ資源管理活動の定着を目

標として実施されました。プロジェクトでは、収入向上策とマングローブの植林活動とを組み合

わせた多面的なアプローチによって、地域住民の生活を維持しながら、マングローブ林を保全す

る方策を取り入れ、現金収入向上活動とマングローブ林保全とのリンクを図りました。 

 
今般、協力期間が 2008年 3月 31日をもって終了するのに先立ち、これまでの協力内容の評価
をセネガル側と共同で実施するため、独立行政法人国際協力機構(JICA)は、2007年 12月に終了時
評価調査団を派遣し、その結果についてセネガル共和国政府関係当局者と署名を交わしました。 

 
本報告書は、同調査団が実施した調査及び協議結果を取りまとめたものです。ここに本調査に

あたりましてご協力を賜りました関係各位に対して深甚なる謝意を表しますとともに、今後とも

本件技術協力の成功のため、引き続きご指導、ご協力いただけますようお願い申し上げます。 
 
 
 
平成 20年 3月 
  

独立行政法人国際協力機構 
セネガル事務所 
所長 伊禮 英全 





 

プロジェクト位置図 

 

プロジェクト対象村(フンジュン県) 

                                              

 

 

     ＜アフリカ大陸＞セネガル 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 



 

写真 

   

 
村人によって植林されたマングローブ 

 
村人によって植林されたマングローブ 

 
Mbam村にてライフジャケットを製作する村人 

 
海洋経済省の認可を受け販売可能となった。既に

ギニアビサウ等近隣国から注文が入っている 

 
Bangalere 村でジーンズから地下足袋・手袋を製

作する村人達 

 
Gague村にて魚かごを作製する村人達 

 



 

評価結果要約表 

 

1 案件の概要 

国名：セネガル共和国 案件名：サルームデルタにおけるマングローブ管理の持

続性強化プロジェクト 

分野：村落林業・村落振興 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：セネガル事務所 協力金額(評価時点)：約 253,802,000円 

先方関係機関：環境・自然保護・滞水池・人造湖省水森

林狩猟土壌保全局 

日本側協力機関：林野庁 

協力期間：2005年 11月～2008年 3月 

(R/D締結日：2005年 8月 29日) 

他の関連協力：JICA開発調査「セネガル国プティト・コ

ート及びサルームデルタにおけるマングローブの持続的

管理に係る調査」 

1-1 協力の背景と概要 

 セネガルでは 2005年に策定された「セネガル森林政策」において、「森林資源と生物多様性を持続

的に管理・保全することにより貧困削減に貢献し、地方分権化政策と整合性を図りながら住民のニー

ズを満たし、社会と生態の均衡を維持する」ことを長期展望とし、特に自然資源管理は住民参加で行

うことを推奨している。近年、マングローブ林の広がる地域では、自然環境要因と人為的要因による

マングローブの分布面積の減少が進んでおり、マングローブ資源の持続的管理が課題となっている。

日本政府は、2001年 12月～2005年 3月に実施された JICA開発調査「セネガル国プティト・コート

及びサルームデルタにおけるマングローブの持続的管理に係る調査」の継続案件として、本プロジェ

クトの実施をセネガル政府より要請され、これに合意した。それを受けて JICAは社団法人日本森林

技術協会に業務委託する形で、2005年 11月よりプロジェクトを実施した。 

 本プロジェクトでは、村落住民及びコミュニティが潜在能力を十分に発揮できる環境を整えるた

め、下から(住民に対する)と上から(行政に対する)のアプローチが取られ、植林活動と収入向上活動

とのリンク付けによる植林活動の活性化、また薪消費低減のための改良カマドの導入等の活動を行

い、マングローブ資源の保全・管理に係る活動が住民によって自立的かつ持続的に実施されるシステ

ムの構築が目指されている。 

 上からのアプローチに関しては、ダカールの水森林狩猟土壌保全局(以下「ダカール森林局」)から

その下部組織であるフンジュン県森林局さらにはその下部組織となる森林局の出先機関、加えてプロ

ジェクト対象地域の 4つの村落共同体を協力の対象としている。 

なお、本プロジェクトでは、サルームデルタ地区全域を対象地域とし、うちプロジェクトが選定し

た 11村落を対象村落としている。 

1-2 協力内容 

(1)上位目標 

 マングローブ資源の持続的管理により、対象地域における地域住民の生活改善の機会が創出される。

(2)プロジェクト目標 

対象村落住民が持続的かつ普及可能な方法によってマングローブ資源を利用・管理できるようになる。 

(3)成果 

1)対象村落住民が諸活動を円滑に実施し、その収益の一部をマングローブ林の保全や復旧活動の資金



 

に拠出できるようになる。 
2)村落住民を適切に指導する地方行政関係者や技術部局技官の意識が向上する。 
3)マングローブ資源の持続的管理について当面実施すべき活動と到達すべき目標が明確になる。 

(4)投入(評価時点) 

1)日本側： 

・長期専門家派遣：5名     ・供与機材：約 4,768千円 

・研修員受入：3名       ・ローカルコスト：約 524千円 

2)セネガル国側： 

・カウンターパート：8名 

・土地・建物：土地を提供、建物は提供。(なお、建物については日本側予算で改築)。 

・ローカルコスト：約 4.500千円 

2 評価調査団の概要 

調査者 担当分野 ：氏名    職位 

団長/総括：伊禮 英全 JICAセネガル事務所長 

評価指導 ：高野 憲一 JICA地球環境部 技術審議役 

評価計画 ：松久 逸平 JICA地球環境部 第一 G森林・自然環境保全第二 T 

調査計画 ：加藤 浩一 JICAセネガル事務所 

評価分析 ：田中 里美 (株)CDCインターナショナル 

評価分析 ：Mr. Ibrahima NDIAYE 

環境・自然保護・滞水池・人造湖省森林局フォローアップ・評価部 

評価分析 ：Mr. Mame Mory DIAGNE 

 環境・自然保護・滞水池・人造湖省森林局造林部 

※本調査は、日本側とセネガル側との合同で実施された。 

調査期間 2007年 12月 3日～同月 14日  

3 評価結果の概要 

3-1 実績の確認 

(1)上位目標：マングローブ資源の持続的管理により、対象地域における地域住民の生活改善の機会が

創出される。 

指標 1：周辺地域におけるマングローブ資源の状況(マングローブ林面積、漁獲量等) 

指標 2：周辺地域における持続的なマングローブ管理に寄与し得る経済活動の促進 

指標 3：対象村落で構築されたマングローブ資源の持続的管理に係るシステムの周辺地域への普及

状況 

 

指標 1については現時点で大きな変化は観察されていず、また指標 3のついても現時点での普及は

観察されていない。他方、指標 2については、プロジェクトで導入した技術を習得した村人が地元講

師として周辺村落に請われて指導を行う例があるなど、指標 2は達成されている。 

 

(2)プロジェクト目標：対象村落住民が持続的かつ普及可能な方法によってマングローブ資源を利用・

管理できるようになる。 

指標 1：対象村落におけるマングローブ資源の状況(マングローブ林面積、漁獲量等) 



 

指標 2：村落住民、住民組織のキャパシティ 

指標 3：地方行政関係者や技術部局技官の適切な支援・管理 

 

指標 1に関して、対象村落では、プロジェクトによって総植林面積としてマングローブ林が 1.67ha、

村落林が 6.59ha 植林された。指標 2 に関しては、対象村落民はプロジェクトが導入した技術を習得

し、また住民組織も機能している。指標 3に関しては、地方の森林局員は住民を支援するべく適切に

村落を訪問していることが確認された。他方、地方の水産局員については、その支援が十分でない村

もみられた。 

 

(3)成果 

成果 1：「対象村落住民が諸活動を円滑に実施し、その収益の一部をマングローブ林の保全や復旧活

動の資金に拠出できるようになる」 

指標 1：収入向上活動(マングローブ薪の消費量低減活動を含む)の収益、事業運営費及び運営状況 

指標 2：マングローブ林の保全や復旧活動のために積み立てられた資金額及び拠出状況 

 

対象村落における収入向上活動(マングローブ薪の消費量低減活動を含む)の収入総額は 1,647,400 

FCFA、収益総額は 610,785 FCFA、回転資金総額は 292,464 FCFA。対象村落住民は、プロジェクトが

導入した技術を十分に習得していた。他方、アヴィセニア（Avicennia spp）植林については、塩害等

自然条件による難しさに直面していた。 

 

成果 2：「村落住民を適切に指導する地方行政関係者や技術部局技官の意識が向上する」 

指標 1：現場へのアクセス回数 

 

森林官はプロジェクト活動に密接に関わり、住民に対する指導について意識を向上させた。フンジ

ュン県森林局の下部組織であるソコン森林局の森林官は、植林や苗畑活動の時期には約週 2回の割合

で現地を訪問している。また、村落共同体セミナーを半年に 1度、プロジェクト対象地域の 4つの村

落共同体で開催。同共同体のメンバーだけでなく群長のような政府高官も出席し、意識の向上を促進

させた。 

 

成果 3：「マングローブ資源の持続的管理について当面実施すべき活動と到達すべき目標が明確になる」 

指標 1：アクション・プランの内容及び表現方法 

 

アクション・プランは、全ての対象村落で策定され、プロジェクト実施期間中及びプロジェクト終

了後の 3年間をカバーしている。他方、アクション・プランは各村落に配布されたばかりであり、住

民のアクション・プランの理解と計画への意識は中程度であり村落毎に異なる。しかしながら、アク

ション・プランに記載されている活動は、プロジェクト実施を通して住民に明確に示され、また、全

ての対象村落において、アクション・プランのコンセプトが図式化してサインボードに掲示され、住

民の理解を助けている。 



 

3-2 評価結果の要約 

3-2-1 評価結果の要約 

(1)妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由から高いと判断できる。 

対象地域のマングローブ林は特に 1970 年代に薪炭林が過剰伐採されたことにより減少しており、

住民による持続的なマングローブ林管理を目的としたプロジェクトは、この傾向をくい止め持続的に

管理利用したいとする対象地域のニーズに合致している。また、上位目標とプロジェクト目標は、自

然資源の持続的管理利用、そしてそのための住民レベルの能力強化を掲げるセネガルの国家政策であ

る「第二次貧困削減戦略ペーパー(DSRPⅡ:2006-2010)」、「環境セクター政策書簡(LPSE)」及び「セネ

ガル森林政策(PFS)」に合致している。更に、「JICA国別事業計画(2006)」でも砂漠化防止を含む環境

は重点分野の一つとされ、これまで住民による無秩序的な自然資源の利用がなされてきた経緯から、

住民による持続的な自然資源・環境管理は重要なアプローチとされている。 

(2)有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から概ね高いと判断される。 

1)プロジェクト目標の達成度合い 

プロジェクト目標は、ほぼ達成された。環境基金は、住民のオーナーシップにより全対象村落で設

置された。調査時点では、11対象村落のうち 2つの村落(Djirnda及びMoundé )で環境基金が活用され

ている。その他の対象村落においても現金収入活動による収入があり次第、環境基金が運用されるよ

う、収入から同基金への配分が全ての対象村落で決定されている。 

2)プロジェクト目標への各アウトプットの貢献度 

アウトプット 1の貢献度は比較的高い。アウトプット 1は、環境基金とマングローブ林保全活動の

実施手段としてプロジェクト目標の達成に貢献している。アウトプット 2の貢献度は中程度である。

地方森林局員は積極的に住民活動を支援しており、住民主体の自然資源管理を促進している。他方、

水産局員の支援が行き届いていない対象村もあった。アウトプット 3の貢献度は概ね高い。住民は、

アクション・プランを通して、自らの活動に対する目標を認識することができ、またプロジェクト終

了後 3年間のアクション・プランも策定されている。 

(3)効率性 

1)投入 

＜日本側＞ 

専門家派遣は、タイミング、期間、人数、質、専門性の点でほぼ適切である。専門家は限られた

期間の中で適切に役割を果たし、アウトプットの達成に貢献した。 

カウンターパートの本邦研修は、人数、タイミングとも適切であったが、研修期間が短く、また

研修内容がプロジェクト活動に特化されたものではなかった。機材調達は、量、タイミング、管理

及び活用について適切であった。 

＜セネガル側＞ 

カウンターパートの配置は、人数、タイミング、専門性・レベルにおいて適切であった。土地と

施設は、プロジェクトに適切に提供された。なお、プロジェクト事務所は 2005 年度に日本側予算

で改築された。 

2005年及び 2006年のセネガル側予算は確保されなかった。2007年予算については、192.5百万 FCFA

が認可されたが、18百万 FCFAのみ執行された。 



 

2)促進・阻害要因 

2-1)効果発現に貢献した要因 

各村落での組織強化活動では、村落内の既存の組織を活用することによりスムーズな活動実施が可

能となった。 

プロジェクトは、先行開発調査の知識と技術を適切に活用・発展、また現地リソースと情報に精通

した現地コンサルタントを適切に活用した。 

2-2)問題点及び問題を惹起した要因 

特に観察されなかった。 

 (4)インパクト 

1)上位目標の達成の見込み 

組織強化活動を通して、いくつかの村落ではリーダーシップを発揮する住民が現われた。また、対

象村落内及び村落外との住民レベルでの技術指導交流が活発化し(植林、エコ・ツーリズム、地下足

袋等) 、プロジェクトが導入した技術を習得し住民講師として対象村落外に招かれる住民もでてきて

いる。このように、上位目標達成に向けた活動の芽は出てきつつある。他方、環境基金については全

ての対象村落で運用されているわけではなく、課題となっている。しかしながら、全ての対象村落で

同基金が設置され、また住民は現金収入向上活動に必要な技術を習得していることから、上位目標が

達成される見込みはある。 

1-1)上位目標の発現状況 

対象村落外の村で、対象村落でのエコ・ツーリズムの方法を倣って実施しようという試みがなさ

れ、また周辺村落住民が植林技術を習得するために村を訪問している。また、地下足袋・手袋の研

修講師が住民からの要望を受けてボランティアで製作方法を教示し、また対象村に対する組織強化

活動を通して、いくつかの村落ではリーダーシップを発揮する住民が現われている。 

2-2)その他の予期せぬ正のインパクト： 

野火を防止するため、適切な間隔をあけた植林が励行された。 

(5)自立発展性 

住民活動の自立発展性は、以下の理由から比較的高いと判断できる。環境基金を活用したマング

ローブ林管理については、現金収入を得ていない活動もあることから運用に至った対象村落は 2村

に留まっている。しかしながら、全対象村落で収入の配分が決定済みであることから、収入が入り

次第で環境基金の運用が開始されるものと見込める。これらから、環境基金を活用した住民主体に

よる自然資源管理の継続が期待できる。 

1-1)対象村落住民 

1-1-1)組織・財政 

プロジェクトが導入した各活動について、各村で実施主体となる組織が立ち上げられている(ある

いは既存の組織が実施を担っている)。インタビュー等を通じて、これら組織が現金収入向上活動及

び植林活動を実施する上で十分な組織力を有していることが確認できた。全ての対象村落において、

現金収入向上活動による収入の配分も決められており、規律ある財政管理が期待できる。 

1-1-2)技術 

住民はほとんどの技術を習得し、住民自身が自主的に普及・改善した技術もある。また、住民講師

として他村に指導に行く住民も出てきている。 

1-2)対象村落行政関係者 



 

1-2-1)組織・財政 

フンジュン県森林局員以下の対象村落における森林局員はこれまでどおり配置される予定。また、

財政面については、プロジェクト終了後 1年間のみ、フンジュン県森林局の通常予算に加えて、本プ

ロジェクトをフォローするべく予算が付けられるとの情報を得ている。 

1-2-2)技術 

 フンジュン県森林局員以下の対象村落における森林局員は植林等に関して十分に技術があり、技

術・知識面の問題はない。また、プロジェクト活動に深く関わっていたことから、プロジェクトが導

入した技術についても習得している。 

3-3 結論 

(1)プロジェクト目標及び評価 5項目はほぼ満たされたと評価する。他方、自立発展性については課題

となっている。具体的には、フンジュン県森林局がプロジェクト終了後も組織的に住民活動に対して

支援を実施するかは今後の確認が必要となる。 

(2)他方、住民はプロジェクトが導入した技術をほぼ身につけ、策定されたアクション・プランを基に

自ら進んで現金収入向上活動及び植林活動を実施していく組織的体制にある。 

(3)収入向上活動の課題としては、生産-販売-利益配分のサイクルを経ていない活動があり、これら活

動に対する技術的支援の実施体制が必ずしも明確でないことが挙げられる。フンジュン県以下の下部

組織の森林局員はプロジェクトが導入した技術を習得しており問題ないと思われるが、水産局員が十

分にプロジェクト活動に組み込まれてこなかったことから、彼らの住民に対する技術指導に課題があ

る。しかし、住民自身は技術を身に付けており、水産局員の役割は限定的なものと考えられる。 

(4)環境基金を活用した持続的マングローブ資源管理活動については活動が緒についたばかりであり、

今後の進展を注視する必要がある。 

3-4 提言 

(1)プロジェクト活動の自立発展に向けて 

ダカール森林局は、プロジェクト成果の自立発展性確保のため、支援のフレームワークを明らかに

する必要がある。 

特に、これまでプロジェクト活動に携わってきたアシスタントコーディネーターについては、引き

続きプロジェクト活動のフォローのために配置していくことが重要である。 

住民によるマングローブの持続的な保全・利用に関しては、フンジュン県における関係行政機関に

よる調整委員会を設置し、ダカール森林局が主体性を持ってその運営・実施にあたる必要がある。 

(2)住民の活動計画と環境基金のモニタリング 

アクション・プランに基づき、フンジュン県森林局をはじめとする関係機関(フンジュン県水産局

など)が必要な支援を検討・実施することが重要である。 

環境基金が適切に活用・運営されるためには、フンジュン県森林局をはじめとする関係機関(フン

ジュン県水産局など)が必要な支援を実施する必要がある。特にフンジュン県森林局については、同

局の予算による植林活動と環境基金による植林活動との間に重複が生じないよう、むしろシナジー効

果が期待できるよう調整することが求められる。 

(3)住民活動への技術支援 

養蜂や魚かごの技術等は引き続き技術指導が必要である。そのため、前述の調整委員会が、住民の

ニーズを把握し技術指導を実施していくことが求められる。 



 

(4)JICAの支援 

プロジェクトの自立発展性の確保には、住民の活動のモニタリングや技術支援が必要と予測され

る。JICA としても、森林局と共同でプロジェクトの成果を自立発展的なものへと高めていくことが

重要と思われる。 

3-5 教訓 

(1)プロジェクト活動の持続性の観点から、新たな現金収入向上活動を村落レベルで展開する上で、村

落に既に存在する組織を同活動の実施母体として活用することが、新規に新たな組織を設立するより

も適切である。 

(2)ダカール森林局との定期的な会合では、同局の幅広い関係者を対象とすることによって、プロジェ

クトに多様な視点を取り入れることが可能となり、またプロジェクトの広報の場ともなった。プロジ

ェクトを実施する上では、カウンターパート省庁の一部局のみならず、同省の他部局に対しても定期

的に情報提供していくことが、関係者のプロジェクトに関する認識を高め、ひいてはプロジェクトの

自立発展性を高める遠因ともなりうる。 

 



 







 

第 1章 終了時評価調査団の派遣 

 

1-1 調査団派遣の目的 

 

本調査団は、本プロジェクトのこれまでの活動実績・実施プロセスを確認し、評価 5項目(妥当性、有

効性、効率性、インパクト、自立発展性)に基づいてセネガル関係省庁と合同で評価を行った。 

評価結果は、プロジェクト終了までの改善のみならず、案件終了後のセネガル政府による成果の継続

に向けた提言として、また今後の対セネガル環境分野における日本の協力に指針を与えるものとして活

用する。 

 

1-2 調査団員の構成 

 

 

1-3 終了時評価調査の方法 

 

(1)本終了時評価調査においては、プロジェクトの実績、実施プロセス、成果・目標・上位目標の達成状

況を確認した上で、JICA評価ガイドラインに沿って評価 5項目の観点からプロジェクトの評価を行った。

評価 5項目とは「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展性」である。各項目の概略

を以下に記す。 

 

【妥当性】 

 妥当性はプロジェクトの正当性や必要性を問うもので、プロジェクトが目指している効果(プロ

ジェクト目標や上位目標)が、セ国の環境分野の開発政策、日本の援助政策と整合性があるかどう

か、セ国の環境分野の課題解決策として適切か、プロジェクトの戦略･アプローチの妥当性を問う

視点である。 

 

【有効性】 

 有効性はプロジェクトの効果を問うもので、プロジェクトによって産出された成果によりどの

 担当分野 氏名 所属 

1 団長/総括 伊禮 英全 JICAセネガル事務所長 

2 評価指導 高野 憲一 JICA地球環境部 技術審議役 

3 評価計画 松久 逸平 JICA地球環境部 第一 G森林・自然環境保全第二 T 

4 調査計画 加藤 浩一 JICAセネガル事務所 

5 評価分析 1 田中 里美 (株)CDCインターナショナル 

6 評価分析 2 Mr. Ibrahima 

NDIAYE 

環境・自然保護・貯水・人口湖省 森林局フォローアップ・評価

部 次長 

7 評価分析 3 Mr. Mame Mory 

DIAGNE 

環境・自然保護・貯水・人口湖省 森林局造林・土壌保全部  

次長 
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程度プロジェクト目標が達成されたのか、あるいは達成が見込まれるかを問う視点である。 

 

【効率性】 

 効率性はプロジェクトの実施過程の中で様々な投入が効率的に成果に結びついたかどうか、も

っと効率的な手段(より低いコストで達成できる代替手段あるいは同じコストでより高い達成度

を実現する代替手段)がなかったかどうかを問う視点である。 

 

【インパクト】 

 インパクトはプロジェクト実施によりもたらされる長期的、間接的あるいは波及的効果を問う

視点である。プロジェクトの上位目標に対する影響、直接･間接的な影響･変化、予期しなかった

望ましい(プラス)あるいは望ましくない(マイナス)の影響・変化などの視点が含まれる。 

 

【自立発展性】 

 自立発展性は JICAの協力終了後の持続性を問うもので、援助が終了してもプロジェクトで発現

した効果が持続するかどうか(あるいは持続する見込みがあるかどうか)を問う視点である。 

 

(2)既存資料の分析と評価デザインの策定 

終了時評価に先立ち、プロジェクトの各報告書等をレビューし、プロジェクトの実績・実施プロセス

及び評価 5 項目のための評価設問(判断基準、方法、データ収集、調査方法等)を検討し、評価グリッド

を作成した。 

 

(3)関係者への質問票の配布 

上記評価グリッドに基づいて、プロジェクト関係者(環境省水森林狩猟土壌保全局、ファティック州森

林局、フンジュン県森林事務所、プロジェクトコーディネーター、日本人専門家及びプロジェクト対象

サイトの村人)に対する質問票を作成し、事前に配布し全てに関し回答を得た。 

 

(4)関係者に対するインタビューの実施 

上記質問票の回答を基に、評価 5項目の観点から不足する情報の補足、またプロジェクトの実績、実

施プロセスの確認を目的として、プロジェクト関係者に対する個別インタビューを実施した。対象は、

環境省水森林狩猟土壌保全局長補、フンジュン県森林事務所長、プロジェクトコーディネーター、プロ

ジェクト日本人専門家で、日本人専門家を除き、約 30 分から 1 時間程度で各 1 回行った。プロジェク

ト日本人専門家については数回インタビューの時間を設け、各 1時間から 2時間かけて情報収集を行っ

た。 

 

(5)プロジェクト活動の視察 

上記のインタビューによる情報を補完しプロジェクトの現況を確認するため、調査団はプロジェクト

の対象サイトを視察した。同時に、多くのサイトにおいて、プロジェクト活動に関係する住民から活動

の実施状況等について意見聴取した。 

 

(6)合同評価報告書の作成 

合同評価調査団員(日本側、セネガル側双方)が合意した評価結果を合同評価報告書としてまとめ、合
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意文書(ミニッツ)を作成した。 

 

1-4 評価調査日程 

 

日

順 
月日 

曜

日 
行程 

1 2007/12/3 月 

9：00  JICA事務所打ち合わせ 

11：00 大使館表敬 

15：00 森林局表敬(調査団の目的説明/インタビュー) 

2 2007/12/4 火 

AM 移動(ダカール⇒フンジュン) 

「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」

PM Ndiambangにて合流、AIセミナー視察  

3 2007/12/5 水 

「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」

AM フンジュン森林局、Mbam、Gague視察・住民インタビュー  

PM Kamataneにて合流、Kamataneにて AIセミナー視察 

4 2007/12/6 木 

「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」

AM Bangalere視察・住民インタビュー  

PM Sangako及び Dassilamé村視察・住民インタビュー 

5 2007/12/7 金 

「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」

AM Siwo視察・住民インタビュー、Djirnda植林地視察  

PM CRセミナー合流、Djirnda住民インタビュー 

6 2007/12/8 土 

「サルームデルタにおけるマングローブ管理の持続性強化プロジェクト」

AM 合同評価報告書作成 

PM 移動(フンジュン⇒カオラック) 

7 2007/12/9 日 

「総合村落林業開発計画延長フェーズ」 

9 :00  評価スケジュールの確認など 

10 :00 対象村訪問：マンビ、クール・タンバ地区 

17 :00 インタビュー(PRODEFI日本人専門家) 

8 2007/12/10 月 

「総合村落林業開発計画延長フェーズ」 

9 :00  インタビュー(森林局県局長) 

10 :30 対象村訪問：メディナ・サバ地区 

17 :00 インタビュー(PRODEFIセネガル人カウンターパート) 

9 2007/12/11 火 

「総合村落林業開発計画延長フェーズ」 

AM ニョーロでの DFRセミナー 

PM インタビュー(カオラック州局長) 

    インタビュー(連携プロジェクト関係者)  

    合同評価報告書作成 

10 2007/12/12 水 
移動(カオラック⇒ダカール) 

合同評価報告書案の作成 
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11 2007/12/13 木 
合同評価報告書案の作成 

15：30 森林局との合同評価報告書案に係る協議 

12 2007/12/14 金 
10：00 調査団評価結果報告会 

15：00 大使館報告 
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第 2章 プロジェクトの背景・経緯と概要 

 

2-1 相手国の要請の背景 

 

(1)2006年に改定されたセ国の第二次貧困削減戦略文書(DSRPII：2006-2010年)では、経済成長と社会開

発の一体化を重視し、①「富の創出～貧困解決に資する成長のために～」、②「基礎社会サービスへの

アクセス振興の加速」、③「社会保護と災害予防と管理」、④「グッドガバナンスと参加型で分権化した

地方開発」、の 4本の柱を打ち出している。特に、①の柱に対して、セネガル政府は、首相府主導で「経

済成長戦略(SCA)」を打ち出し、「加速化された経済成長こそが貧困を削減する」との理念を掲げて、10

年間で国民総所得を倍増し、新興国入りするなどの大胆な目標を設定し、経済成長を強く志向した経済

開発を目指している。 

 

(2)同戦略書では環境分野は上記②に位置づけられ、自然資源は長期的な成長のために重要とみなされて

いる。その一方で、セネガルの自然資源は悪化の一途を辿っているとされ、その根源的な原因は、非持

続的な仕方での自然資源の利用にあるとしている。この対策として、12項目の目標が掲げられ、中でも

持続的な資源利用、そのための自然資源管理に係る能力強化が謳われている。その他、セネガル政府の

環境分野関連の政策文書としては、「環境セクター政策書簡(以下、LPSE)」及び「セネガル森林政策(以

下、PFS)」が挙げられる。 

 

(3)LPSE はセネガル政府の環境政策を網羅した内容で、援助機関からの支援を含む環境自然保護省の全

ての活動は LPSEで設定されたプログラムにアラインさせることとなっている。なお、LPSEでは、4つ

の主要課題・目標(①自然資源と環境劣化の軽減、②貧困削減への貢献、③サービスの改善、④地球環境

保全への貢献)の下に 8つのプログラムを設定している。 

 

(4)PFS は 2005 年から 2025 年までの長期展望として、「生物多様性と森林資源とを持続的に管理・保全

することによって貧困削減に貢献し、地方分権化政策とドナー等の協力との整合性を取りつつ、国民の

木材等森林資源の需要を満たすために、社会と生態との均衡を維持する」ことを打ち出し、5つの軸(①

動物相と森林資源の開発と合理的管理、②地方自治体及び NGO 等の能力強化、③森林官の能力強化、

④民間による森林開発、⑤大都市及び中規模都市における森林開発)を設定している。 

 

(5)以上のとおり、セ国は自然資源のバランスの取れた保全と利用とを同時に達成させるべく方針を取っ

ており、その実施に際して、地方分権化のような国内での状況の変化も受けつつ、地方レベルとりわけ

住民レベルでの自然資源管理のための能力強化を課題としている。 

 

(6)なお、環境セクターにおける DSRP1及び IIの実施については、2005年から 3年間のセクター別中期

支出計画(以下、CDS-MT)が策定され、DSRP及び LPSEとの整合性等に基づいて計画の策定と予算の確

保がなされている。環境分野のトップドナーであり、環境省の計画策定能力の強化を図ってきたオラン

ダは、CDS-MTに 6750万ユーロの支援をすることをセネガル政府と合意している(05-09年)。 
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2-2 プロジェクトの経緯 

 

(1)上記のようなセ国の環境分野の動向を背景として、セネガル政府は日本政府に対して、JICA 開発調

査「セネガル国プティト・コート及びサルームデルタにおけるマングローブ管理の持続的管理に係る調

査」(2001年 12月から 2005年 3月)の実施を要請し、同案件の継続案件として本プロジェクトの実施を

要請した。 

 

(2)先行開発調査では、サルームデルタ地区におけるマングローブ資源の現況調査がなされ、同地域を対

象としたマングローブ林の持続的管理計画が策定された。同計画では、パイロットプロジェクトの実績

を踏まえ、収入向上策とマングローブ植林活動との組み合わせによる多面的なアプローチによって、地

域住民の生活の維持とマングローブ林保全との両立に係る方策が盛り込まれた。 

 

(3)本プロジェクトは、同パイロットプロジェクトで行われた諸活動の持続性を強化するべく、同調査の

継続案件として、2005 年 8 月 29 日にセネガル側関係者との間で実施合意が取り交わされ、2005 年 11

月から実施されている。 

 

2-3 プロジェクトの概要 

 

 PDM(プロジェクト・デザイン・マトリックス)に基づく、本プロジェクトのフレームワークは以下

の通りである。 

 

(1)上位目標 

マングローブ資源の持続的管理の結果により、対象地域における地域住民の生活改善の機会が創出され

る。 

 

(2)プロジェクト目標 

対象村落住民が持続的かつ普及可能な方法によってマングローブ資源を利用・管理できるようになる。 

 

(3)期待される成果 
1)対象村落住民が諸活動を円滑に実施し、その収益の一部をマングローブ林の保全や復旧活動の資金に
拠出できるようになる。 
2)村落住民を適切に指導する地方行政関係者や技術部局技官の意識が向上する。 
3)マングローブ資源の持続的管理について当面実施すべき活動と到達すべき目標が明確になる。 

 

(4)協力活動内容 
1-1. 対象村落住民が実施するマングローブ植林や村落林造成を支援する。 
1-2. 対象村落住民が実施する収入向上に係る諸活動を支援する。 
1-3. 対象村落住民が実施するマングローブ薪の消費低減活動を支援する。 
1-4. 対象村落の住民組織を強化する。 
 
2-1. プロジェクトの諸活動を通じて、郡やCR評議会等の地方行政関係者の意識啓発・キャパシティ強
化を図る。 

2-2.プロジェクトの諸活動を通じて、対象地域の森林技官や水産技官の意識啓発・キャパシティ強化を
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図る。 
3-1.プロジェクト期間(2年間)及び終了後3年間のアクション・プランを策定する。 
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第 3章 プロジェクトの実績 

 

3-1 プロジェクトの実施体制 

 

プロジェクト実施体制は以下のとおりである。プロジェクトチームは、日本人専門家とセネガル側カ

ウンターパートからなるコーディネーション・チームと村落において各種活動を実施するセネガル国の

民間コンサルタント・チーム(再委託契約)によって構成される。カウンターパート機関は、環境・自然

保護・滞水池・人造湖省水森林狩猟土壌保全局である。また、水産分野に関する活動については、海洋

経済・漁業・養殖省海洋漁業局の協力を求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-2 プロジェクトの投入実績 

 

日本側投入 

計画(R/D) 実績 

1. 専門家 

(1) 総括(林業、地

域資源管理) 

(2) 副総括(広報、

収入向上活動) 

専門家コンサルタント：2005年 12月以降、総括／マングローブ林・生活資源管

理、副総括／広報／収入向上活動 1、漁業資源管理(カキ養殖)／収入向上活動 2、

収入向上活動 3(組織強化)、通訳の合計 5名の専門家(33.47M/M)が派遣された。 

 

 

セネガル側カウンターパ

ート 
 
 

コーディネーション・チー

日本人専門家・チーム 
 
 

総   括 

副 総 括 

専 門 家 

マネージャー

水森林狩猟土壌保全局 

←ディレクター

マネージャー補

ファシリテータ通   訳 秘   書

村  落村  落 村  落 村  落 村  落 村  落

水森林狩猟土壌保全局長

フンジュン森林管理署長

森 林 官森 林 官 水 産 官 水 産 官

再委託先 再委託先

海洋漁業局 

フンジュン水産事務所長

ファティック森林管理局長
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(3) 技術専門家(漁

業資源管理、収

入向上活動) 

 

表 1 日本の会計年度別専門家派遣状況 

日本の会計年度 2005 2006 2007 

専門家人数 5 5 5 
 

1 カウンターパ

ート本邦研修 

 

 

 

 

合計 3名のカウンターパートが研修を受けた。 

 

表 2 日本の会計年度別カウンターパート研修実施状況 

日本の会計年度 2005 2006 2007 

カウンターパー
ト人数 

0 2 1 
 

2 機材 

 

 

 

 

 

 

 

合計約 2,617,208FCFA 及び 4,768,000 円が機材費のために支出された。主要機材

は、コピー機、パソコン、プリンター、固定分離器、吊りはかり等である。 

 

表 3 日本の会計年度別機材費支出状況 

日本の会計年度 2005 2006 2007 

金額 
2,617,208(FCFA) 
4,768,000(円) 

0 0 
 

3 現地業務費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約 253,802,000円、およそ 1,029,530,047 FCFA相当が契約金額として支出された。

 

(1) プロジェクト事務所の光熱費は日本側が支払。 

(2) セネガル側による事務要員の配置が行われなかったため、日本側が秘書等の

スタッフ人件費を負担。 

 

表 4 日本の会計年度別契約金額支出状況 

日本の会計年度 2005 2006 2007 

金額 
37,912,000円 
(153,787,374) 

112,739,000円 
(457,317,862) 

103,151,000円 
(418,424,811) 

(plan)  

 

セネガル側投入 

計画(R/D) 実績 

1 カウンターパー
ト、スタッフの
配置 

(1)プロジェクト・
ダイレクター 

(2)プロジェクト・
マネージャー 

プロジェクト管理に係るカウンターパート及び技術分野のカウンターパートは、

以下表の通り配置された。事務要員は、日本側予算で配置された。 
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(3)アシスタント・
プロジェクト・
マネージャー 

(4)技術分野のカウ
ンターパート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5 プロジェクト管理に係るカウンターパート 

 役職 氏名 配置期間 

Mr. Matar CISSE 

1 
プロジェクト・ジェ
ネラル・ダイレクタ
ー 

(環境自然保護省

水森林狩猟土壌

保全局局長) 

2005.12.3-2007.12.31 

2 
プロジェクトコー
ディネーター(常勤)

Mr. Cheikh Oumar 
DIOP 

2005.12.3-2007.12.31 

3 
アシスタント・プロ
ジェクト・コーディ
ネーター(常勤) 

Mr. Cherif CISSE 2006.10.30-2007.12.31

 

表 6 技術分野のカウンターパート 

 
氏名/配属機関 配置期間 

1 Mr. Ibrahima LY 
(Djilor森林局森林官) 2006.3.27-2007.12.31

2 Mr. Oumar SONKO 
(Sokone森林局森林官) 2006.3.27-2007.12.31

3 Mr. Mamadou BADJI 
(Niodoir森林局森林官) 2006.3.27-2007.12.31

4 Mr. Abdou DIATTA 
(Toubacouta森林局森林官) 2006.3.27-2006.10.6 

5 Mr. Ndiaga FAYE 
( Toubacouta森林局森林官) 2006.10.6-2007.8.31 

 
2 土地・建物・施

設 

セネガル側が、プロジェクト事務所の土地・建物を提供し、JICA セネガル事務

所の 2005年度予算で事務所の改築工事を行った。 

3 カウンターパー

ト予算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-2005年及び 2006年は、セネガル側がプロジェクトは開発調査と認識していたた

め、カウンターパート予算はつかなかった。 

-2007年については、385,000,000FCFAがカウンターパート予算として申請され、

192,500,000FCFA が予算として承認、森林官等への出向手当等の遅滞があり、ま

た事務所の光熱費が日本側予算(2006 年度 261,391 円(精算時金額)2007 年度

261,900円(契約時金額))で支払われた。 

 

表 7 セネガル側カウンターパート予算 

セネガルの会計年度 2005 2006 2007 

金額 0 0 192,500,000 
 

 

3-3 プロジェクトの成果の達成状況 

 

アウトプット 1「対象村落住民が諸活動を円滑に実施し、その収益の一部をマングローブ林の保全や復

旧活動の資金に拠出できるようになる」 
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PDMの指標 実績 

1.1 収入向上活動

(マングローブ

薪の消費量低

減活動を含む)

の収益、事業運

営費及び運営

状況 

‐11 の対象村落における収入向上活動(マングローブ薪の消費量低減活動を含

む)の収入総額は 1,647,400 FCFA、収益総額は 610,785 FCFA、回転資金総額は

292,464 FCFAである。 

-マングローブ植林、村落林、貝加工、地下足袋・手袋製作、ライフジャケット

製作、魚かご製作等の活動に必要な技術を住民は十分習得していた。 

-住民はリゾフォーラ植林については十分に習得していたが、アヴィセニア

（Avicennia spp）植林については、塩害等自然条件による難しさに直面していた。
 
表 8 収入向上活動による収入、利益及び回転資金 単位：FCFA 

年度 活動からの収入 活動からの収益 活動への回転資金

2006 1,647,400 610,785 292,464

2007 - - -

合計金額 1,647,400 610,785 292,464

- : データ無 
 

1.2 マングローブ

林の保全や復

旧活動のため

に積み立てら

れた資金額及

び拠出状況 

-環境基金は 11の対象村落全てに導入され、積立総額は 124,489 FCFA。 

-全ての対象村落にて、環境基金の積み立て割合(約 25％)を決定済み。 

-2つの村落(Djirnda村とMoundé村)では、環境基金(Djirnda村: 5000 FCFA, Moundé

村：25000FCFA)をマングローブ林の保全・復旧のために活用。 
 

 

アウトプット 2「村落住民を適切に指導する地方行政関係者や技術部局技官の意識が向上する」 

PDMの指標 実績 

2.1 現場へのアク

セス回数 

以下実績のとおり、森林官はプロジェクト活動に密接に関わり、住民に対する

指導について意識を向上させた。 

‐Sokone森林局の森林官は、植林や苗畑活動の時期には約週 2回の割合で現地を

訪問。 

‐森林官による現場へのアクセス回数(インタビュー結果)は下記の通り。 
 

Mr. Oumar SONKO(Sokone森林局森林官) 

4月-7月(植林・苗畑活動のシーズン)：2回／週 

8月-9月：1回／週 

10月-3月：1回／1-2ヶ月 
 

Mr. Ibrahima LY(Djilor森林局森林官) 

年間を通して 1回／週、現地を訪問している。 

村落での主な活動：植林、苗畑、森林保全及び野火防止に関する意識啓発研修、
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住民への技術支援等。 

 

‐村落共同体(CR)セミナーを半年に 1度、プロジェクト対象地域の 4つの CRで

開催。CR のメンバーだけでなく群長のような政府高官も出席し、意識の啓発を

図るセミナーを実施。 
 

 

アウトプット 3「マングローブ資源の持続的管理について当面実施すべき活動と到達すべき目標が明確

になる」 

PDMの指標 実績 

3.1 アクション・プ

ランの内容及

び表現方法 

‐アクション・プランは、11の全ての対象村落において策定され、プロジェクト

実施期間中及びプロジェクト終了後の 3年間をカバーしている。 

‐アクション・プランは、村落に配布されたばかりであり、住民のアクション・

プランの理解と計画への意識は中程度であり村落毎に異なる。アクション・プラ

ンの記載は、行動に必要となる全てのポイントが十分には説明されていない。 

‐しかしながら、アクション・プランに記載されている活動は、プロジェクト実

施を通して住民に明確に示され、また、全ての対象村落において、アクション・

プランのコンセプトが図式化してサインボードに掲示されている。 

 

 

 

3-4 プロジェクトの目標の達成状況 

 

 「対象村落住民が、持続的かつ普及可能な方法によって、マングローブ資源を利用・管理できるよう

になる」 

-持続的なマングローブ林資源の利用・管理に係る基礎的な要素は、対象村落の住民によって習得された。 

-プロジェクト実施期間は、プロジェクト成果の持続性と普及の可能性を実証するには十分な期間ではな

く、現段階でプロジェクトによって築かれた礎が持続的に発展するかを結論付けるのは困難である。 

 

PDMの指標 実績 

1 対象村落におけ

るマングローブ

資源の状況 (マ

ングローブ林面

積、漁獲量等) 

-対象村落におけるマングローブ林の植林総面積は 1.67ha、村落林の植林総面積は

6.59ha。 

-専門家への質問紙調査の結果、マングローブ資源量(木質、水産、その他)は、著

しく減少する等の大きな変化は見られなかった。 
 
表 9 リゾフォーラ植林面積  

年度 
参加者 

(男性/女性) 
植林面積 

(ha) 
胎生種子／苗木の数 

2006 214(131/83) 1.03 41,000 
2007 234(132/102) 0.51 22,000 
合計 448(263/185) 1.54 63,000 
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表 10 アヴィセニア（Avicennia spp）植林面積 

年度 
参加者 

(男性/女性) 
植林面積 

(ha) 
胎生種子／苗木の数 

2006 259(124/135) 0.09 3,691 
2007 74(21/53) 0.04 1,337 
合計 259(124/135) 0.13 3,691 

 
表 11 村落林植林面積 

年度 参加者 
植林面積

(ha) 
苗木の数 

2006 430 2.75 7,313 
2007 515 3.84 12,216 
合計 945 6.59 19,526 

 
 

2 村落住民、住民

組織のキャパシ

ティ 

-住民は、マングローブ植林、村落林、貝加工、地下足袋・手袋製作、ライフジャ

ケット製作、魚かご製作等の技術を習得。 

-地下足袋・手袋製作などでは対象村落外の住民自らが研修講師に依頼して製作技

術を習得、また技術を自ら改善もしていた。 

-対象村落における村落開発委員会などの住民組織は定期的に会合を開催するなど

機能している。 

3 地方行政関係者

や技術部局技官

の適切な支援・

管理 

-地方行政関係者及び技術部局技官は活動やセミナーへの参加等を通してプロジェ

クトの実施過程の中に組み込まれていた。 

-他方、水産局水産官の関わりが薄く、貝加工や貝の保全活動を行っている対象村

に水産官が訪問していない例が見られた。 

 

3-5 上位目標の達成見込み 

 

 「マングローブ林の持続的管理により、対象地域における地域住民の生活改善の機会が創出される」 

-モニタリングと自立発展性への支援が適切に実施されることを条件として、上位目標は 3年以内に達成

されると考えられる。 

 

PDMの指標 実績 

1 周辺地域におけ

るマングローブ

資源の状況 (マ

ングローブ林面

積、漁獲量等) 

‐周辺地域のマングローブ資源の状況を確認するデータは終了時評価時には入手

できず。 

‐専門家への質問紙調査の結果、周辺地域におけるマングローブ資源量に大きな

変化はないものと理解できる。また、2006年末から 2007年上半期にかけて、エト

マローズの漁獲量が少ないという話があるが、それがデルタ全域の現象なのか、

局所的な現象なのか、資源量が実際に減ったのかは調査期間中に確認できなかっ

た。 

2 周辺地域におけ

る持続的なマン

-プロジェクトは、村人の村落訪問を促して、収入向上活動等の経済活動が周辺村

落に波及するよう図った。 
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グローブ管理に

寄与し得る経済

活動の促進 

-環境保全活動に積極的なMbam村(ASPOVERECE)では、プロジェクトが企画した

村落訪問によって知識を得た村人が、エコ・ツーリズムや魚かご活動を主体的に

実施している。 

-プロジェクトによって紹介された地下足袋・手袋製作等の技術が、研修講師によ

って周辺村落の住民に普及されている。 

-ある対象村では、マングローブ植林技術を習得しに周辺村落(対象村落及び対象外

村落)から村人が訪問している。 

3 対象村落で構築

されたマングロ

ーブ資源の持続

的管理に係るシ

ステムの周辺地

域への普及状況  

-環境基金システムの周辺地域への普及は、養蜂等のように収入向上活動からの利

益が依然生じていない活動もあり、対象村においても初期の段階にあることから、

周辺地域への普及は確認されなかった。 
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第 4章 評価結果 

 

4-1 評価 5項目による評価結果 

 

4-1-1 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は、以下の理由から高いと判断できる。 

-対象地域のマングローブ林は特に 1970年代に薪炭林が過剰伐採されたことにより減少しており、住

民による持続的なマングローブ林管理を目的とした本プロジェクトは、対象地域のニーズに合致して

いると言える。 

-上位目標とプロジェクト目標は、自然資源の持続的管理利用、そしてそのための住民レベルの能力

強化を掲げるセネガル版「第二次貧困削減戦略ペーパー(DRSPⅡ:2006-2010)」、「環境セクター政策書

簡(LPSE)」及び「セネガル森林政策(PFS)」に合致している。 

-DRSPでは、経済成長と社会開発の一体化を重視し、①「富の創出～貧困解決に資する成長のために

～」、②「基礎社会サービスへのアクセスの振興の加速」、③「社会保護と災害予防と管理」、④「グ

ットガバナンスと参加型で分権化した地方開発」の 4本の柱を打ち出している。この中で、環境分野

は②に位置づけられ、自然資源は長期的な成長のために重要とみなされているが、様々な問題から悪

化の一途を辿っているとされている。その原因として、非持続的な方法での利用が挙げられる。これ

に対する対策としては、持続的な自然資源の利用・管理に関する能力強化等が挙げられている。 

-LPSEでは、環境分野について 5つの主要課題及び目標として、①自然資源及び環境管理に関する能

力向上、②森林及び自然資源の高付加価値化、③環境保全と砂漠化防止対策、④生物多様性と国民需

要の充足との均衡維持、⑤海洋及び沿岸の環境保全、の 5つを設定している。 

-PFSは、LPSEを踏まえ、セネガルにおける 2005年から 2025年までの長期的な森林政策として「生

物多様性と森林資源とを持続的に管理・保全することによって貧困削減に貢献し、地方分権化政策と

ドナー等との協力との整合性を取りつつ、国民の木材等森林資源の需要を満たすために、社会と生態

系との均衡を維持する」ことを打ち出している。また、5つの軸として、①動物相と森林資源の開発

と合理的管理、②地方自治体及び NGO等の能力強化、③森林官の能力強化、④民間による森林開発、

⑤大都市及び中規模都市における森林開発を設定している。 

-対セ国の日本の環境分野協力の方針は、95年の経済協力総合調査団報告書によれば、「持続可能な森

林管理の推進による砂漠化防止と住民の生活向上」とされ、開発課題①「植林等緑の推進を図るため

の技術指導及び普及活動」、②「苗木生産体制と植林支援」、③持続的な自然資源管理と利用のための

モデル開発と普及、村落資源管理と利用による村落林業促進モデル地域の開発」が確認できる。現在

の環境分野の協力は、上記開発課題③にも対応するもので、「住民主体による持続的な自然資源・環

境管理の推進を通じた砂漠化防止への取り組み」がその内容になっており、住民主体の持続的な自然

資源・環境管理は、重要なアプローチである。 

-「JICA 国別事業計画(2006)」において、砂漠化防止を含む環境は重点分野の一つであり、生計向上

活動と植林をリンクさせた本プロジェクトのアプローチは、住民の自主性とオーナーシップを引き出

して自然資源を管理するという観点から有効である。 
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4-1-2 有効性 

本プロジェクトの有効性は、以下の理由から概ね高いと判断される。 

(1) プロジェクト目標の達成度合い 

-プロジェクト目標はほぼ達成されている。 

-環境基金は住民のオーナーシップによって全ての対象村落で設置されている。 

-11対象村落のうち 2つの村落(Djirnda村及びMoundé村 )では環境基金が活用されている。 

-他村落については、現金収入活動から収入が得られ次第、環境基金が運用されるよう、収入から同

基金への配分割合が全ての対象村落で決められている。 

 

 

(2) プロジェクト目標へのアウトプットの貢献度 

-アウトプット 1の貢献度は比較的高い。 

・環境基金は 2つの村でしか活用されていないが、全ての対象村落で設置され、住民は環境基金のコ

ンセプトを理解している。 

・アウトプット 1は、環境基金と保全活動の実施手段としてプロジェクト目標の達成に貢献している。

-アウトプット 2の貢献度は中庸。 

・フンジュン森林局の実施体制は、プロジェクト活動を全てカバーするには十分でないが、森林官は

プロジェクト活動に従事しており、住民に対する協力・支援体制は向上した。 

-アウトプット 3の貢献度は概ね高い。 

・住民は、アクション・プランを通して、自らの活動に対する目標を認識することができ、またプロ

ジェクト終了後 3年間のアクション・プランも策定されている。 

 

 

(3) 促進・阻害要因 

-村人が他村落を訪問した時には、プロジェクトではなく村人自身が自分たちの活動について説明を

するようにしたことによって、訪問者への説明能力が向上すると共に自らの活動に対するポジティブ

な意識が高まった。 

-Kamatane Bambara村では、ライフジャケットの研修によって村人が技術を習得し、活動への参加を

通してコミュニケーションが良くなり、村内で資金を集めてライフジャケット製作所を建設するなど

住民自身のモチベーションが高まり、自主性が醸成された。 

-ライフジャケットの活動を通して村が有名になり、村人の士気が高まった。Mbam 村などライフジ

ャケットの製作を実施している村同士のコミュニケーションも良くなり、新たな関係が構築されるな

どプロジェクト活動が活発となった。 
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4-1-3 効率性 

本プロジェクトの効率性は概ね高いと判断される。 

(1)投入 

＜日本側＞ 

-専門家派遣は、タイミング、期間、人数、質、専門性の点でほぼ適切であった。 

-派遣期間が初期計画から短縮されたにもかかわらず、専門家は限られた期間の中で適切に役割を果

たし、アウトプットの達成に貢献した。 

-カウンターパート本邦研修は、人数、タイミングとも適切だが、研修期間が短いとの指摘があった(研

修期間はほぼ 2週間程度であった)。 

-研修内容がプロジェクト活動に特化されたものではなかったことへの不満も聞かれた。 

-機材調達は、量、タイミング、管理及び活用について適切であった。 

＜セネガル側＞ 

-カウンターパートの配置は人数、タイミング、専門性・レベルにおいて適切であった。 

-土地と施設は、プロジェクトへ適切に提供された。 

-プロジェクト事務所は、2005年度の JICAセネガル事務所予算で改築された。 

-2005年度及び 2006年度のプロジェクトに対する予算は確保されなかった。 

-2007年度予算については、192.5百万 FCFAが予算当局に申請されたが、18百万 FCFAのみ執行さ

れた。 

 

 

(2)促進・阻害要因 

-住民のモチベーションの高さ及びオーナーシップ、プロジェクトに対するプロジェクトスタッフの

コミットメントが、アウトプットの達成、特にアウトプット 1の達成に貢献した。 

-プロジェクト及び先行の開発調査では、住民の収入向上活動において現地の技術を有効に活用した。

-プロジェクトは、先行開発調査の知識と技術を適切に活用・発展、また現地リソースと情報に精通

した現地コンサルタントを適切に活用した。 

-各村落での組織強化活動では、村落内の既存の組織を活用することによりスムーズな活動実施が可

能となった。 

 

 

4-1-4 インパクト 

(1)上位目標の達成の見込み 

上位目標は、環境基金が適切に機能すれば、3 年以内にある程度達成されると思われる。右に関連し

て既にいくつかの正のインパクトが見られる。 

-対象村落内及び村落外との、住民レベルでの技術指導交流が活発化している(植林、エコ・ツーリズ

ム、地下足袋等) 。 

-組織強化活動を通して、いくつかの村落ではリーダーシップを発揮する住民が現われた。 

-既存技術の改良によって現金収入が向上した(Siwo村の貝加工)。 
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(3) 予期せぬ正・負のインパクト 

-Sangako村では野火防止など植林活動による正のインパクトが観察された。 

-予期せぬ負のインパクトは、観察されていない。 

 

4-1-5 自立発展性 

住民による活動の自立発展性は比較的高い。環境基金を活用したマングローブ林管理の自立発展性及

びその支援体制については、明確に確保されていない。 

(1) 村落の技術的・組織的構造 

-マングローブ植林、村落林造成、貝加工、ライフジャケット製作、カキ養殖、地下足袋・手袋製作、

魚かご製作、養蜂等に係る技術は、住民によって習得された。そのうちのいくつかは、住民自身によ

って他村に普及された。また、住民の中には高い技術を身に付けてプロジェクトが導入した技術を改

良したり(地下足袋・手袋製作)、また他村に訪問指導をするような「住民講師」も現れた。 

-ほとんどの住民は、集会、アクション・プラン及び村に設置されているサインボードによって環境

基金のコンセプトを認識している。 

-2つの村(Djirnda村とMoundé村)では、環境基金に貯蓄された利益を環境保全活動に活用した。 

-住民による開発委員会等の村落の組織は、住民活動を管理するために十分機能している。 

 

 

(2) 組織的・財政的自立発展性 

-プロジェクトの主要なカウンターパートはプロジェクト終了後現在の職には残らない予定。プロジ

ェクトコーディネーターは 2007年 12月に退職、アシスタントコーディネーターはダカールに異動す

る予定であり、プロジェクト終了後の支援体制は、明確に確保されてはいない。 

-財政面の自立発展性は確保されたとはみなせない。ダカール森林局が、フンジュン森林局に対して

必要な予算を割り当てるよう対策を取らないとフンジュン森林局は財政的な問題に直面する可能性

もある。 
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第 5章 結論・提言・教訓・団長所感 

 

5-1 結論 

 

上述のとおり、プロジェクト目標及び評価 5項目はほぼ満たされたと評価するが、自立発展性につい

ては、課題となっている。具体的には、フンジュン県森林局の支援体制が挙げられ、森林官は積極的に

プロジェクト活動に関わっていたが、プロジェクト終了後も、組織的に住民活動に対して適切に支援が

実施するかは今後の確認が必要となる。同様に、プロジェクト実施中も関わりが十分ではなかった水産

局の関与も課題となっている。 

他方、住民はプロジェクトが導入した技術をほぼ身につけ、策定されたアクション・プランを基に自

ら進んで現金収入向上活動及び持続的自然資源管理活動を実施していく組織的体制にある。住民はマン

グローブが彼らに収入をもたらす水産物等にとって欠かせないものと十分に理解しており、持続的自然

資源管理活動の枠組みの中で現金収入向上活動を行っており、マングローブ植林の重要性と植林活動と

収入向上活動とのリンケージを十分認識している。 

ただし、課題としては、収入向上活動について、生産-販売-利益配分のサイクルを経ていない活動が

あり、これら活動に対する技術的支援は一義的には森林局が対応することになるが、その実施体制が必

ずしも明確でないことが挙げられる。 

また、環境基金を活用した持続的マングローブ資源管理活動についても活動が緒についたばかりであ

り、今後の進展を注視する必要がある。本調査団のインタビュー結果では、住民は収入の使途として環

境基金への積み立てを最も重視していることが分かっており、持続的自然資源管理活動にとっての課題

はいかに安定的に現金収入向上活動から収入を得るかにあることが分かる。 

 

5-2 提言 

 

5-2-1 プロジェクト活動の自立発展に向けて 

(1) ダカール森林局は、プロジェクト成果の自立発展性確保のため、フンジュン県森林事務所職員の配

置・活用を基に、その支援のフレームワークを明らかにする必要がある。 

(2) フレームワークの検討に当たっては、活動に必要な人員と予算を現実的かつ実践的なものにする必

要がある。特に、これまでプロジェクト活動に携わってきたアシスタントコーディネーターについては、

引き続きプロジェクト活動のフォローのために配置していくことが重要である。 

(3) 住民によるマングローブの持続的な保全・利用に当たっては、森林局だけでなく、漁業局、地方行

政機関などが引き続き住民に対する支援を行っていく必要がある。そのため、関係行政機関による調整

委員会を設置し、森林局が主体性を持ってその運営・実施にあたる必要がある。 

 

5-2-2 住民の活動計画と環境基金のモニタリング 

(1) アクション・プランに基づき、森林局をはじめとする関係機関が定期的にモニタリングし、住民の

活動の進捗や問題点を把握し、必要な支援を検討・実施することが重要である。 

(2) 環境基金が適切に活用・運営されるためには、森林局をはじめとする関係機関がこの基金の状況を

適切にモニタリングし、基金による活動への支援やその運営に関する必要な支援を実施していく必要が
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ある。特に森林局については、基金の使途について同局が実施する活動と重複がないよう、むしろシナ

ジー効果が期待できるよう調整することが求められる。 

 

5-2-3 住民活動への技術支援 

(1) 養蜂や魚かごの技術等は住民にとっては新しいものであり、引き続き技術指導が必要である。その

ため、前述の調整委員会が、住民のニーズを把握し技術指導を実施していくことが求められる。森林局

は同調整委員会の機能・役割について十分に検討すべきである。 

 

5-2-4 JICAの支援 

(1) プロジェクトの自立発展性の確保には、プロジェクト実施期間が 3 年未満と比較的短く導入したば

かりの活動もあることから、上述のとおり住民の活動のモニタリングや技術支援が必要と予測される。

JICAとしても、森林局と共同でその進捗状況を適切に把握・管理し、プロジェクトの成果を自立発展的

なものへと高めていくことが重要と思われる。 

 

5-3 教訓 

 

1．プロジェクト活動の持続性の観点から、新たに組織を設置するよりも既存の組織を活用して活動を

展開することがプロジェクト実施上の効率性及び自立発展性の観点からも適当である。 

2．森林局との定期的な会合では、プロジェクトの直接的な関係者だけでなく、森林局の幅広い関係者

を対象とすることによって、プロジェクトの実施に多様な観点を取り入れることが適切である。 

 

5-4 団長所感 

 

(1)評価 5項目 

5項目については、いずれも高い評価がなされた。唯一、「自立発展性」については後述する「環境基

金」が完全に機能しうるかどうか、不明な点があることから課題が残っているといえる。 

 

(2)多様な収入向上活動の導入 

･アウトプット 1： 

「対象村落住民が諸活動を円滑に実施し、その収益の一部をマングローブ林の保全や復旧活動の資金

に拠出できるようになる」を達成するため、村落林、貝加工、貝やカキの採取時に必要となる地下足袋･

手袋作成、養蜂、魚かご製作、ライフジャケット製作等の様々な活動を導入した。各活動によって、実

際の収入向上に結びついているものとそこまで到っていない活動があるが、これだけの多岐にわたるニ

ーズを抽出し、技術取得に向けた支援を行ったことは評価できる。 

･中でもライフジャケットの製作は、特にユニークな活動であった。これは貝やカキの採取に従事する

村人の中から「作業に熱中する中で潮が満ちてくるのに気づくのが遅れ、命の危険に晒された」との訴

えに基づき、村人とともに考え出されたもので、ライフジャケットの着用により、村人は安心して採取

活動に従事できるようになっただけでなく、ライフジャケットの製作により現金収入活動に結びつく可

能性が出てきている。セネガルでは国産のライフジャケットは製作されておらず、全て輸入品である。

本プロジェクトにおいて試作品を製作し、海洋経済・漁業・養殖省の品質検査(浮力検査、耐久性など)
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を経て、政府の品質保証を得るに到ったのは大きな成果である。価格的にも現時点では十分な競争力を

有している。 

 

(3)発想の転換、行動様式の変革 

・ライフジャケットの製作に必要な原材料は全てダカールからの調達であり、村に存在する資源を活用

したものではないため、収入向上活動としての継続性にはおのずから限りがある。その点で、いつまで

も村で継続して出来る活動とはいえない。また海洋経済・漁業・養殖省の品質保障認可はプロジェクト

の終了直前に下りたため、現時点では収入向上には結びついていない。しかしながら、「的確な情報を

得て知恵を働かせれば、現金収入の道は確実にある」という基本原理を村人とともに分ち合えたことは

貴重なものとなりうる。ライフジャケットに続く村人の新たな発想を今後も期待したい。 

 

・支援対象村の Djirnda村の女性リーダ(Madame Adama)は、「当初、女性グループがプロジェクトとと

もにマングローブの苗を植え始めた時、村の男たちはその意義を認めようとせず、植林活動に手を貸そ

うともしなかったが、現在は積極的に手伝うようになった」とコメントしていた。この村の男性グルー

プの上述のような態度変化は、男たちの仕事である漁労作業の中で漁獲量の増大といった具体的な形で

マングローブ林植林による便益が現れたことに基づく認識の変化とは言えないようである(漁獲量が増

えたとのデータはない)。しかし、かつては採取できなかったところで貝が取れるようになった、稚魚が

多い、という形で、マングローブ林のもたらす恵みがそもそも自分たちの生活を支えているといった認

識は格段に深められている。マングローブ林の減少が直接自らの生活を脅かすことに結びつくサイクル

が理解できた今、住民は他の外部要因でマングローブ林が破砕されつつある事態を「座して見守る」こ

とはないであろうと想像される。 

 

・Mounde村の貝加工女性グループのメンバー(Mme ：Awa NDONG)は、砂出し処理をしたパーニュ貝

が砂出し処理をしていないものに比較して高い価格で取引されることに気をよくして、しきりにこれを

指導した PAGEMAS の技術支援に感謝の言葉を述べていた。一方で、彼女は「プロジェクトが終了し、

日本の技術協力による支援が期待できなくなった後、どのように貝加工女性組合が貝の販路を維持、拡

大していくのか？」という問いに対して、「出来ればインターネットとかで、砂出し処理済みの貝の販

売促進ができないか？そうすれば、高い運送経費を払ってダカールに売りにいく必要もなく、売れ残っ

た在庫を抱えて帰ってくる必要もなく、またダカールにアンテナショップを高い経費で維持する必要も

ない」と経営的にもびっくりするようなコメントをしていた。この要請にどのように応えることが出来

るのかは別として、このように先見性と企業化精神に富む人物が育っていることも、この PAGEMASの

今後の広がりに期待が深まる理由である。 

 

(4)マングローブ植林技術の移転 

･技術的にも上記の女性グループはマングローブの中でも｢リゾフォーラ種｣の苗の生産については育苗

技術をプロジェクトの中で習得しており、より難しい「アヴィセニア種（Avicennia spp」」についても、

ほぼ習得しつつある。ただし、技術的に育苗生産や植林活動への労働奉仕はできても、育苗生産のため

の囲いやネットの購入、植林活動へのピローグ(ボート)のチャーターや燃料費の捻出等は容易なもので

はなく、植林活動を継続するための財政的側面では課題は残っている。この観点からもこのプロジェク

トで創設した「環境基金」が運用されるかどうかが将来にわたり本プロジェクトがインパクトを持ちう
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る、大きな成否の鍵を握っているといえる。 

 

(5)環境基金の創設 

･実際の収入向上活動を通じて蓄えられた「環境基金」がマングローブ林の保全や復旧に使われた事例

は 2例のみであり、今後の収入向上活動が順調に発展しなければ住民による主体的な植林活動の発展は

望めないと考えられる。この点では養蜂活動やライフジャケット製作、魚かご製作等がいずれも大きな

収入をあげるに到っていない現段階においては、環境基金のメカニズムが機能しうるものなのか判断す

るのは時期尚早と考える。 

 

(6)今後の発展性の確保 

・もともと「行政に頼らずに」という視点に重きを置いたため、行政の役割が過度に希薄になる傾向が

あったのではないかと考えられる。プロジェクト終了後の住民活動のモニタリングや技術支援は森林局

で主体的に行われるべきであり、このことから、住民側と行政との健全な役割分担を考えると、もう少

し行政側の「巻き込み」が強く打ち出されても良かったのではないか、というのが率直な感想である。 

・今後は協力隊員の派遣だけではプロジェクトのダイナミズムを維持することが出来ず、モニタリング

が行えないという状態に陥る可能性もあり(サルームデルタ地域のフンジュンから 2 時間近くもピロー

グでの移動を伴う村を隊員がルーティーン業務としてモニタリングを行っていくのは困難である)、今後、

専門家派遣をいかに有効に組み合わせていくかが課題と考えられる。 
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付属資料 

1 合同終了時評価報告書 英文 

2 合同終了時評価報告書 仏文 
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